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避難行動シミュレーションを用いた異種無線混合DTN

による災害情報共有が避難に与える影響の評価

矢原 裕大1,a) 加藤 新良太1,b) 髙井 峰生2,3,c) 石原 進1,d)

概要：災害時，道路の不通箇所や避難所の位置等の災害情報を避難者や災害対策機関の間で共有すること
は，迅速な避難を可能とするための喫緊の課題である．筆者らは，通信インフラ不能時でも情報共有を可

能とするために，異種無線混合 DTN を用いた災害情報共有システムを提案している．本システムでは，

Wi-Fiや Bluetooth等の短距離広帯域無線通信と，LoRaや DCR等の長距離狭帯域無線通信を併用し，か

つ DTN (Delay/Disruption Tolerant Network) を用いる．DTNでは，人等の移動通信ノードが情報の運

搬や中継，転送を担うため，情報を共有できるかどうかは，人の動きや他の人と出会うタイミング，密度

等と密接に関係する．人もまた，災害情報取得によって移動量や移動パターンを変更する可能性があるた

め，DTNを用いた情報共有と避難行動の相互影響を考慮した情報配信を行う必要がある．そこで，本稿で

は DTNを用いた災害情報共有と避難行動が相互に与える影響を調べるために，マルチエージェントネッ

トワークシミュレータにて異種無線混合 DTNを用いて不通道路情報を共有した際の避難者の行動を観察

し，避難者の避難時間を評価した．その結果，異種無線混合 DTNを用いて不通道路位置を共有すること

で避難者の避難時間を短縮できることがわかった．また，避難路上に固定の中継ノードを設置し，複数種

類の無線通信手段を用いることで，情報共有の可否が避難者の行動に完全に左右されることはなく，避難

が遅れて孤立した避難者にも情報提供が可能であることがわかった．

Evacluation of Interactions between Disaster Information
Dissemination via Heterogeneous DTN and Evacuation

1. はじめに

災害避難時に，避難所の位置や収容可能人数，道路の通

行可否や混雑度，被災エリアの被害状況等の災害情報を避

難者，災害対策機関の間で共有することは，迅速な避難に

有効である．しかしながら，災害発生時には停電や携帯電

話基地局の故障等により通信インフラも被害を受けてお

り，平時と同様の方法では情報入手が困難である可能性が

ある．東日本大震災発生では，停電や携帯電話基地局の停

止，固定通信回線の被災により，被災者が通信できない状
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況が数日間続いた [1]．そのため，災害時には通信インフラ

不能時でも情報共有が可能な情報伝達手段が求められる．

通信インフラに依存しない災害時の情報共有手法とし

て，NerveNet[2]，スマホ deリレー [3]が提案されている．

NerveNetは，無線通信機能を有する固定基地局複数個で

構成されたメッシュネットワークを介して，災害情報を

共有する手法である．しかしながら，NerveNetでの情報

伝達の可否は固定基地局の位置に左右され，情報共有がで

きる範囲は限定される．スマホ deリレーは，被災者のス

マートフォンのBluetoothを用いた端末間直接通信とDTN

(Delay/Disruption Tolerant Network) を用いて災害情報

を共有する手法である．DTNは，人や車等の移動通信ノー

ドが情報を蓄積・運搬・転送するため，情報伝達の可否は被

災者の移動や密度によって左右される．そのため，平時と

は異なる DTNでの情報配信戦略が必要となるが，スマホ

deリレーではそのような戦略は検討されていない．また，

Bluetoothの通信可能範囲は十数 m以内と限られるため，
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過疎地域の被災者が情報を入手できるエリアが限られる．

こうした課題を解決するために，筆者らは異種無線混合

DTNを用いた災害情報共有システムを提案している [4]．

本システムは，Wi-Fiや Bluetooth等の短距離広帯域無線

通信と LoRa (Long Range) や DCR (Digital Convenience

Radio [5]) 等の長距離狭帯域無線通信を併用し，かつDTN

を利用して災害時の情報共有を可能とする．本システム

は，避難者と災害対策機関，避難所間で不通道路情報や避

難所の位置，収容可能人数，避難指示，救助要請等の災害

情報を共有することを想定している．

DTNによる災害情報配信と避難行動は相互に影響を及

ぼす．避難路の情報を避難者に伝えると，避難者の行動が

変化する．DTNでは人等の移動ノードが情報の運搬や中

継，転送を担うため，避難行動の変化は DTNを介した情

報配信にも影響を及ぼす．筆者らは，DTNを用いた情報配

信と避難行動の相互影響を調べるために，マルチエージェ

ントネットワークシミュレータ上に避難行動・情報共有モ

デルを構築し，避難行動シミュレーションを実施した [6]．

しかしながら，[6]では，避難者間でWi-Fiのみを用いた

情報共有のシミュレーションを行っており，電波伝搬モデ

ルも建物の影響を考慮しない二波モデルを用いていた．

そこで本稿では，Wi-Fiに加え固定端末間で LoRaを想

定した長距離狭帯域リンクを使用する異種無線混合 DTN

にて不通道路情報共有した際の避難者の行動を観察し，異

種無線混合 DTNによる情報共有と避難行動の相互影響を

調べる．シミュレーションには，東海地震発生時の津波浸

水区域に指定されている浜松市弁天島周辺の GISデータ

に基づいて作成した地図を用い，電波伝搬モデルには，電

波伝搬に対する建物の影響を考慮できる ITU-R P.1411[7]

を利用した．シミュレーションの結果から，異種無線混合

DTNを用いた災害情報共有がどのような避難者に有効で

あるかを分析し，情報共有することによって生じる課題に

ついても考察する．また，避難行動と DTNを用いた情報

共有が相互に影響を与え合う中でも，提案システムがあら

ゆる避難者に災害情報を提供できるかについても議論する．

以降，2章では，既存の災害情報共有手法と災害情報共

有が避難者に与える影響に関する研究について述べる．3

章では，異種無線混合 DTNを用いた災害情報共有システ

ムについて述べる．4章では，本稿で用いる避難行動と情

報共有のシミュレーションモデルについて述べる．5章で

は，シミュレーションにより避難行動と DTNによる情報

共有の相互影響の評価をする．6章で本稿をまとめる．

2. 関連研究

本章では，既存の災害情報共有手法と災害情報共有時の

人の動きに関する研究について述べる．災害時の情報共有

手法として，メッシュネットワークを用いた手法が複数提

案されている [2][8][9]．鈴木らは，無線通信機能を持つ気

球を用いた SkyMeshを提案している [8]．Álvarrezらは，

スマートホームの IoT機器で構築した Bluetooth Meshを

用いた災害情報共有を提案している [9]．井上らは，被災エ

リアに無線通信機能を有する固定局を用いた NerveNetを

提案している [2]．これらの手法では，メッシュネットワー

クを構築することで，1つの通信ノードが故障などで使え

なくなった場合でも，故障した通信ノードを避けた経路で

データを転送することで，被災者に情報を伝送できる．

大和田らは，NerveNet[2]を用いて避難所の位置，避難

所の受け入れ状況，不通道路箇所を避難者に提供したとき

の避難者の動きを観察している [10]．大和田らは，マルチ

エージェントネットワークシミュレータ Scenargie[11]上

に，避難者の行動や情報共有をするモデルを構築し，仙台

駅周辺 1 km四方を対象とした 10,000人の被災者の発災

直後の避難行動をモデル化し，シミュレーションした．シ

ミュレーションの結果，メッシュネットワークを用いた災

害情報共有により，被災情報，避難所情報等の最低限の情

報共有ができれば，メッシュネットワーク内の避難者は迅

速な避難ができることが確認された．

小松らは，スマートフォンアプリを介して避難者に提示

した避難経路と避難者が実際に用いた避難経路差分から不

通箇所を予測し，その予測結果を DTNと避難者のスマー

トフォンに搭載されたWi-Fiや Bluetoothを用いて避難者

間で共有する手法を提案している [12]．小松らは，このシ

ステムの有効性を ONEシミュレータ [13]を用いて評価し

ており，情報共有により避難時間が短縮され，避難者数の

増加に伴い，情報共有の有効性も向上することが示してい

る．小松らは，不通箇所の情報はこれから不通箇所に向か

う避難者への情報伝達，つまり，避難する方向とは逆方向

への情報伝達が重要であると述べている．そのためには，

通信インフラ等の固定基地局を活用することが 1つの方法

であると述べている．しかしながら，避難を支援するため

には，どれだけの固定基地局が必要であり，どの位置に設

置すると有効であるかについては述べられていない．また，

このシミュレーションでは，ONEシミュレータを用いて

いるため，電波伝搬やパケットロスは考慮されていない．

三角らは，避難者に同一の避難経路を提示することによ

り発生する道路渋滞の発生を防ぐために，DTNを用いて

年齢や性別等の避難者の特性に応じた避難経路を提示する

手法を提案している [14]．この手法では，避難者の端末は，

避難者の通行履歴から得られる道路の故障確率と事前に避

難者の端末に登録された端末を保持する人の属性情報に基

づいて，各道路が通行可能かを判定し，判定結果に基づき

避難所までの経路を計算，提示する．三角らは，この手法

を用いたときの避難時間をマルチエージェントシミュレー

タを用いて評価しており，避難者の属性を考慮せずに避難
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経路を提示する場合より，全体の避難時間が短縮されるこ

とを確認した．しかしながら，避難者の年齢や性別から決

定される属性の決定方法や，避難者の属性ごとの通行でき

る道路の故障確率の上限値の決定方法について述べられて

いない．

岡谷らは，建物内での避難時，建物の職員が口頭で避難

誘導をした際の避難者の動きをシミュレーションしてい

る [15]．岡谷らは，人々の口頭での情報伝達をモデル化し，

シミュレーションをした結果，避難誘導によって避難時間

が短縮されることを明らかにした．しかしながら，避難誘

導によって，建物内の通路に新たな混雑が発生したために，

避難が遅れる人が存在することも確認された．このシミュ

レーションでは，建物内での口頭での情報共有のみを想定

しており，無線通信や大規模災害発生時の広域にて避難が

要される状況は考慮していない．

災害時の通信システムの性能評価のためのシミュレー

ションにおいて，情報共有システムの性能評価結果はシ

ミュレーションに使用するモデルに強く依存するため，災

害時のモビリティのモデリングは重要である [16]．そのた

め，イベント会場等の特定のエリア内での災害時の人の動

きを表現するモビリティモデル [17]や ONEシミュレータ

上に災害時の被災者ノードと救助隊員の移動を表現したモ

ビリティモデル [18]が提案されている．また，通信システ

ムがマルチホップ通信にてデータ転送を行う場合，ノード

の移動は，情報の送信元，送信先だけでなく，中継ノード

にも影響を与える [19]．各モビリティノードの位置関係に

より，各ノードの通信可否を判断することがモデルには求

められる．しかしながら，電波伝搬特性について考慮した

ものは少なく，上記のシミュレーションでも電波伝搬につ

いて考慮しているのは大和田ら [10]のみであり，これもま

た建物が電波伝搬に与える影響までは考慮していない．

3. 異種無線混合DTNを用いた災害情報共有
システム

本章では，筆者らが提案している異種無線混合 DTNを

用いた災害情報共有システムについて述べる．

3.1 概要

図 1に異種無線混合 DTNを用いた災害情報共有システ

ムの概要を示す．本システムは，Wi-Fiや Bluetooth等の

短距離広帯域無線通信と LoRaや DCR等の長距離狭帯域

無線通信を用いる DTN（異種無線混合 DTN）を用いて，

避難者および災害対策機関の間で災害情報を共有する．本

システムは，避難者が保持するスマートフォン等のモバイ

ル端末と災害対策本部，消防署，避難所，道路脇などに設

置された固定中継ノードといった複数の通信ノードで構成

されている．避難者のモバイル端末は，モバイル端末に搭

不通道路認知後，
その位置を 
スマートフォンに
入力する．

Map

Select location

①
災害情報を周辺の避難
者，固定中継ノード，
災対本部に送信する．

②
災対機関は，情報の集約
し，被害状況の把握， 
避難指示を行う．

③

Wi-Fi
LoRa

Cellular Base Station

HQ

Fixed Relay Node

Shelter

移動

図 1: 異種無線混合DTNを用いた災害情報共有システム [6]

載されたWi-Fiや Bluetooth等を用いて，周辺の避難者と

固定中継ノードと災害情報を送受信する．固定中継ノード

は，短距離広帯域無線通信に加えて，LoRaや DCR等の

長距離狭帯域無線通信が利用できると想定する．また，各

通信ノードが携帯電話網を用いて情報を送受信できる場合

には，携帯電話網も使用して災害情報を共有する．本シス

テム内で共有する災害情報は，災害によって被災した道路

や建物の位置や被害規模，避難所の位置や収容可能人数，

避難指示，救助要請などが含まれていると想定する．

異種無線混合 DTNでは，短距離広帯域無線通信と長距

離狭帯域無線通信を併用することで，互いの無線通信手段

の弱点を補い合う．Wi-Fiや Bluetoothは，通信端末を保

持する人同士がすれ違う短時間の間でも，端末間で写真や

動画等の容量が大きいデータやりとりが可能である一方

で，端末個々の通信可能範囲は 100 m程度と短い．そのた

め，通信ノード周辺に他の通信ノードが少ないと，マルチ

ホップにて数 km離れた通信ノードに対して情報を送信で

きる可能性は低くなる．そこで，1 km以上離れたノード

間でもデータの送受信ができる LoRaや DCRを用いるこ

とで，通信ノードの密度が低い場合にも情報共有ができる

範囲を広く保つことを可能とする．LoRaや DCRのデー

タレートは低く，かつこれらの無線通信機能を有する端末

を保持している人は少ない．そこで，通信ノード間の距離

が短い場合や通信ノードの密度が高く，マルチホップにて

広範囲に情報転送ができる場合には，Wi-Fiや Bluetooth

を用いて情報を転送する．また，DTNを用いることで，異

種の通信手段を用いるネットワーク間のデータのやりとり

を可能とし，いずれの通信手段も利用できない場合におい

ても人や車の移動により情報を運搬する．

3.2 避難行動とDTNによる情報配信の相互影響

避難者の避難行動と DTNによる災害情報配信は，相互

に影響を及ぼす．DTNは，人や車等の移動通信端末が情

報の中継・運搬・転送を担うことで，通信インフラに依存

しない情報配信を可能とする．災害情報を避難者に伝える

と，避難者は入手した情報に基づき，避難経路や向かう避
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難所の位置を変更し，避難行動に変化が生じる．本システ

ムでは，避難者が情報運搬や中継，転送を担うため，避難

者の行動量や行動パターンが変化すると，その後の情報配

信も影響を受ける可能性がある．そのため，DTNを用いて

効率的に災害情報を配信するには，DTNを用いた情報配

信と避難行動が相互に与える影響を考慮する必要がある．

そこで本稿では，避難行動と DTNによる災害情報配信の

相互影響をシミュレーションにより評価，考察する．

4. 避難行動・情報共有のシミュレーションモ
デル

本章では，マルチエージェントネットワークシミュレー

タ上に構築したシミュレーションモデルについて述べる．

4.1 モデル概要

災害時における人の行動と情報共有をモデル化するに

あたって，本稿ではマルチエージェントネットワークシ

ミュレータ Scenargie[11]を用いる．シミュレーションで

は，GISデータに基づいた地図を作成し，モデル内の避難

者は実際の建物，避難場所，道路等に従って移動する．本

稿では，避難者間で共有する災害情報は不通道路情報のみ

とする．本モデルでは，避難者および固定中継ノード間で

Wi-Fiと LoRaを用いて不通道路情報を共有することを想

定する．各避難者は，Wi-Fiが利用可能なモバイル端末を

有しており，避難路上にはWi-Fiと LoRaが利用可能な固

定中継ノードが存在すると想定する．避難所や避難経路の

探索，情報の送受信，情報の保持は，全て避難者のモバイ

ル端末が行い，各避難者はモバイル端末から提示された指

示に従って避難するものとする．

4.2 避難行動モデル

避難者は，発災後，最寄りの避難所へ最短経路を用いて

向かう．避難者は，事前に避難所の位置情報と避難者の周

辺の地図情報を保持しており，発災後自身が保持する情報

に基づき，現在地から避難所までの最短経路を探索する．

避難所が複数存在する場合，避難所までの最短経路距離が

最も短い避難所を目的地とする．経路計算には A*アルゴ

リズムを用いる．避難行動を開始する時刻は各避難者ごと

に異なり，その避難開始時刻のばらつきは正規分布に従う．

この正規分布の平均と分散はシミュレーションパラメータ

によって与えられる．なお，避難者は発災前であるシミュ

レーション時間 0秒未満では，避難を開始することはない

ものとする．

全避難者は，歩いて避難所へ向かい，このときの歩行速

度はシミュレーションパラメータから与えられる歩行速度

(walkSpeed) と避難者が位置する道路セグメントの混雑度

に基づき，以下の式で決定される．

max(0.3,walkSpeed×

(1− (道路区間上の歩行者数)/(道路長 [m])))[m/s]

道路セグメント上に位置している避難者が多いほど，避難

者の歩行速度は低下する．本モデルでは，避難者が道路上

で停止することはなく，0.3 m/s未満にはならない．

避難者は，避難中に不通道路セグメントに遭遇すると，

その道路セグメントの道路 IDを保存する．その後，不通

箇所を避ける各避難所までの経路を再計算し，目的地と避

難経路を再決定する．避難中に他の避難者や固定中継ノー

ドから無線通信を介して不通道路情報を入手すると，同様

に，避難者は避難経路の再計算と目的地，経路の再決定を

する．また，避難者は不通道路情報入手後，不通道路 ID

の保存，他の避難者および固定中継ノードへ不通道路情報

送信をする（詳細は次項）．

4.3 情報共有モデル

不通道路情報を保持する避難者と固定中継ノードは，自

身が保持する不通道路情報を定期的にブロードキャストす

る．このとき，避難者と固定中継ノードが用いる無線通信手

段は，IEEE802.11n (2,412MHz with 20MHz bandwidth)

に従っており，これを Ad-Hoc モードで使用すると想定

する．固定中継ノードは，これに加え LoRaを用いた無線

通信機能を有する通信機器を保持し，周辺の通信端末と

不通道路情報を共有すると想定する．LoRaでの通信時に

使用する周波数帯は 920MHz，帯域幅は 125 kHzとした．

Spreading Factor (SF) の値は SF9を採用し，データレー

トを 1760 bps，最小受信感度を-129 dBmとした．MACプ

ロトコルには pureALOHAを採用した．

不通道路情報は，不通道路の道路 ID，送信者のノード ID

等に加え，セキュリティに関する情報が付加されたデータ

と想定し，ある避難者が不通道路に遭遇することで生成さ

れる．避難者と固定中継ノードは，不通道路情報を定期的

に送信しているときに，保持していない新規の不通道路情

報を入手すると，既知の不通道路情報と新規の情報をマー

ジし，マージした情報をそれまでと同じ送信スケジュール

で定期的なブロードキャストを続ける．

LoRaを用いた同一不通道路情報の送信は，必要以上に

行うと帯域圧迫やパケット衝突に繋がるため，LoRaを用

いた同一情報の送信は 10回に留めるものとした．固定中

継ノードは，これまで送信していない新規の不通道路情報

を入手すると，その都度新しい不通道路情報を LoRaを用

いて 10回送信する．Wi-Fiを用いた情報送信では，送信

回数の制限はしない．LoRaを用いた通信にはパケット送

信間隔やペイロードサイズに制限がある [20][21]．本稿で

は，事前に災害情報のやりとりを行う固定中継ノード間で

認証手続き等を行い，セキュリティデータを削減するなど

して，送信するパケットサイズを減らす等の工夫がされて
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図 2: シミュレーションシナリオ

（数値地図（国土地理院）[22]をもとに筆者が作成）

いると想定し，これらの制限は考慮しない．

電波伝搬モデルには，屋外環境にて電波伝搬に対する建

物の影響を考慮できる ITU-R P.1411[7]を用いた．本モデ

ルは，道路上に位置する通信ノード間の電波伝搬特性を計

算できる．家屋や避難所等の建物内にいる避難者は，他の

端末との通信不可能となっている．

5. シミュレーション

本章では，前章で述べたシミュレーションモデルを用い

てシミュレーションを行い，避難行動と異種無線混合DTN

を用いた災害情報共有の相互影響について考察する．

5.1 シミュレーションシナリオ

シミュレーションは，静岡県浜松市弁天島にて南海トラ

フ地震が発生し，津波から避難するシナリオを想定した．

図 2にシミュレーションシナリオを示す．各道路セグメン

トの位置，長さ，幅や建物の位置や大きさ等は，国土地理

院の GISデータ [22]に基づき配置した．地震発生時刻は，

シミュレーション開始時刻とした．避難所は，浜松市が指

定している 11箇所の津波避難所 [23]とした．1人あたり

に必要な避難所領域を 1.65 m2 とし [24]，各避難所の定員

を表 1のように決定した．不通道路箇所は，発災とともに

不通となる道を図 2中の橋 a–eの 5箇所の橋とし，発災か

ら 15分後に不通となる道路を道 f–hの 3箇所とした．固

定中継ノードは，避難所の近くの 11箇所と不通道路の近

くかつ避難所の集中が予想される道路である 5箇所の合計

16箇所に設置した．これは，[4]の固定中継ノード最適位

置の考察結果に基づき決定した．

表 2にシミュレーションパラメータを示す．シミュレー

ションエリア内に避難者が 1,000，3,000 人位置するシナ

リオにてシミュレーションをし，全避難者の内それぞれ

250，800人を高齢者とした．これらは平成 27年国勢調査

結果 [25]に基づき決定した．シミュレーション開始時，被

災者は全員いずれかの建物に位置するものとし，その初期

表 1: 各避難所の定員
避難所 定員（人） 面積（m2） 避難所 定員（人） 面積（m2）

A 434 717 G 127 210

B 218 360 H 112 186

C 485 800 I 73 121

D 309 510 J 115 190

E 90 150 K 703 1160

F 409 676

表 2: シミュレーションパラメータ
パラメータ 値

避難者数
1,000 (内高齢者 250) 人,

3,000 (内高齢者 800) 人

歩行速度
高齢者: 0.4–0.7 m/s （一様分布）,

高齢者以外: 0.7–1.5 m/s （一様分布）

避難者の避難開始時刻のばらつき µ = 4.0，σ = 1.5 (min.)

避難者の初期位置 いずれかの建物内（一様乱数を用いて決定）

不通道路情報の送信間隔 10.0 sec.

短距離広帯域無線通信の Mac/Phy
IEEE802.11n

(2,412 MHz with 20 MHz bandwidth)

長距離狭帯域無線通信の Mac PureALOHA

長距離狭帯域無線通信の Phy
LoRa

(920 MHz with 125 kHz bandwidth)

通信端末の動作モード Ad-Hoc

MCS Index (短距離広帯域無線通信) 7 (64QAM, 5/6 Coding, 1 stream)

Tx Power (短距離広帯域無線通信) 10 dBm

Tx Power (長距離狭帯域無線通信) 13 dBm

Rx Sensibility (短距離広帯域無線通信) -70 dBm

Rx Sensibility (長距離狭帯域無線通信) -129 dBm

不通道路情報の IP パケットサイズ 354 バイト

電波伝搬モデル ITU-R P.1411 [7]

シミュレーション時間 150 min.

位置は一様乱数に基づき決定した．避難者の避難開始時刻

のばらつきは正規分布に従っており，その平均は発災から

4分，分散は 1.5分とした．この値は，津波避難計画策定

指針 [26]に基づき決定した．避難者は，歩いて避難所へ向

かい，その歩行速度は，津波避難実態調査結果 [27]を参考

に，高齢者は 0.4–0.7m/s，それ以外の人は 0.4–1.5m/sと

設定した．避難者の歩行速度は，設定された歩行速度を基

準に同一道路に位置する避難者の人数により動的に変化す

る．道路には車は存在せず，避難者は車道を通っての移動

も可能であるとした．

5.2 シミュレーション評価

5.2.1 各避難者が避難に要した時間

図 3に各避難者が発災から避難所到達までにかかった時

間の累積分布を示す．図 3は，初期配置および避難開始時

間を変更して複数回シミュレーションした際の各避難者

の避難時間を評価している．避難者 1,000人時には 50回，

3,000人時には 10回シミュレーションした結果を示してい

る．表 3に避難者の避難時間のパーセンタイル値を示す．

これらから，異種無線混合 DTNを用いた情報共有によっ

て非情報共有時よりも避難時間が短縮されていることがわ

かる．特に，高齢者は，歩行速度が遅く不通道路の影響に

よる避難の遅れが大きいため，避難時間の短縮効果が大き

い．避難者数 3,000人のときには，避難所 E，G–Jが満員

となっている．避難所 H–Jに向かう避難者は，3箇所全て
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図 3: 各避難者の避難時間

表 3: 避難者が避難に要した時間（パーセンタイル値）
シミュレーションシナリオ（避難者数 1,000 人時） 避難に要した時間 [min.]

パーセンタイル値 70 80 90 99

避難者全員

非情報共有時 17.50 22.18 34.95 82.28

DTN 利用時（固定中継ノードあり） 16.98 20.80 29.96 61.00

DTN 利用時（固定中継ノードなし） 17.00 20.82 29.98 61.00

高齢者以外
非情報共有時 15.12 18.13 27.15 53.63

DTN 利用時（固定中継ノードあり） 14.76 17.36 22.76 43.15

高齢者
非情報共有時 26.68 39.61 65.36 96.02

DTN 利用時（固定中継ノードあり） 25.23 32.71 49.33 68.04

の避難所が満員になると行き場を無くしてしまい，避難で

きなくなった．

図 4，図 5に避難者数 1,000人時の各避難者が避難に要

した時間の分布を示す．これらの図では，避難者が避難に

要した時間として，発災後からの時間ではなく，各避難者

が避難を始めてから避難所に到達するまでの時間を縦軸と

してプロットしている．例えば，ある避難者が発災から 5

分後に避難を開始し，避難所に発災から 15分後に到着し

た場合，避難に要した時間は 10分となる．横軸は，各避難

者が事前に全ての不通道路を認知している場合の最寄りの

避難所までの最短経路の距離（理想的な避難経路の距離）

としている．また，各グラフに，避難者が理想的な経路を

用いて設定した歩行速度の最小値（青の線）と最大値（緑

の線）で避難した場合の避難時間を示している．

図 4，5から，DTNによる情報共有により多くの避難者

の避難時間が短縮されていることがわかる．特に，理想的

な避難経路の距離が 200–800 mの避難者の多くが避難時

間が大幅に短縮されているのがわかる．この避難者の多く

(a) 非情報共有時

(b) DTN利用時

図 4: 高齢者以外の避難者が避難に要した時間の分布

(a) 非情報共有時

(b) DTN利用時

図 5: 高齢者が避難に要した時間の分布

は，初期位置が図 2内のエリアXとエリアYであった．ま

た，理想的な避難経路の距離が 950 m以上の避難者も情報

共有により避難時間が 3–10分程度短縮されている．この

避難者は，初期位置が図 2内のエリア Zであった．エリア

X，Zに位置する避難者は，不通道路を認知する前後で，最

寄りの避難所が変化し，避難経路が大きく変わる．そのた
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図 6: 避難者が避難に用いた経路の距離の分布

め，情報共有により不通道路情報をより早期に入手でき，

目的地の避難所を変更することで，避難所変更前後の避難

経路差異が小さくなり，避難経路の短縮および避難時間の

短縮につながる．

図 2中のエリア Yに位置する避難者の多くは，避難所

E，Gが発災後 10–15分程度で満員になったことで，最寄

りの避難所到達後に別の避難所への避難を余儀なくされ，

避難所のたらい回しにあった．特に，高齢者は歩行速度が

遅いため，たらい回しにされる人数が多く，さらなる避難

の遅れに繋がっている．そのため，不通道路位置だけでな

く，避難所の収容状況や各避難者がどの避難所に向かって

いるかを共有することが求められる．また，[28]のように，

高齢者の避難所の決定権を優先して避難者の避難所を割り

当てる手法も有効であると考えられる．避難所の収容状況

を共有する場合には，避難者は避難所内にいる人が収容可

能人数の何%に達したらその避難所へ向かうことを諦める

のかや，通信可能範囲外の避難者がどの避難所へ向かう可

能性があるかを考慮すべきである．最寄りの避難所へ向か

うことを諦めたことにより，実際には最初に向かっていた

避難所の収容人数に少し空きがあったにもかかわらず，か

えって避難時間が伸びることもあるため，避難所の変更は

慎重に考慮すべきである．

5.2.2 固定中継ノードの有無が避難者に与える影響

避難路上の固定中継ノードは，通信インフラ同様災害に

より故障し，稼働しないことも考えられる．そこで，固定

中継ノード不能時に避難者間で不通道路情報を共有したシ

ナリオにて，シミュレーションした．図 3aに固定中継ノー

ド稼働/不能時の各避難者が発災から避難所に到達するま

での時間を示す．図 6に固定中継ノード稼働/不能時に各

避難者が避難に用いた経路の距離の比較を示す．

避難者の動きを観察したところ，固定中継ノード不能時

に，初期位置が図 2中のエリア Xである避難者の一部が，

他の避難者よりも避難開始が遅れてしまい，橋 aの不通道

路情報を他の避難者から入手できずに置き去りにされ，不

通箇所に向かってしまうことがあった．道 f周辺でも同様

の現象が発生していることがわかった．この置き去り現象

が発生するのはこの 2箇所のみであり，置き去り現象にあ

う避難者も全体の 5%未満であった．これは，浜松市の避

難所が置き去り現象の起きにくい位置に設置されているた

めと考えられる．一方で，固定中継ノード稼働時にはこの

現象は見られなかった．図 6からも，固定中継ノード稼働

時の方が避難経路距離が短い避難者が存在することがわか

る．したがって，固定中継ノードを設置し，異種無線通信

の併用して不通道路情報を共有することで，避難が遅れ孤

立した避難者に対しても情報提供が可能となり，避難経路

距離を短縮できることがわかる．

置き去り現象によって避難経路の距離が伸びている避難

者がいるにもかかわらず，図 3aでは固定中継ノード稼働時

と不能時で避難時間に差がほとんどない．これは，情報共

有によって避難者が同一の経路を選択することになり，避

難所周辺の道が混雑し，避難所周辺の避難者の歩行速度が

低下することが原因である．一方で，置き去りにされた避

難者は，周辺に避難者がいない道を通るため速く移動でき

る．そのため，置き去りにされて避難が遅れるはずであっ

た避難者が，避難所周辺を歩いている避難者が避難する前

に他の避難者に追いつくことができる．それにより，固定

中継ノード稼働時と不能時の避難時間に差が見られない．

避難経路を同一となることを防ぎ，経路を分散させるため

の避難経路情報を共有することで，さらなる避難時間の短

縮が見込める．避難者を分散させる際には，避難者の移動

速度や位置，道路の幅，混雑道路の迂回による経路距離の

延長が，どの程度許容されるかを考慮すべきである．また，

道路の混雑予想をした避難者全員が混雑した道を選択して

しまい，混雑を避けるために選択した道がかえって混雑す

る可能性も考慮すべきである．

図 6 を見ると，固定中継ノード稼働時の方が固定中継

ノード不能時よりも避難経路が短縮されている避難者がい

る一方で，固定中継ノード不能時の方が避難経路距離が短

くなっている避難者もいることがわかる．この避難者らは，

固定中継ノード不能時には，不通道路情報の入手が遅れ，

避難が遅くなる避難者がいるおかげで，避難所が満員にな

る前に避難できていたが，固定中継ノードの存在により理

想的な避難経路に近い経路を用いて避難する避難者が増加

し，自身が避難所に着いたときには満員になってしまい，

避難所の変更することになったために避難時間が長くなっ

た．このように，より多くの避難者に情報共有できること

で避難が遅れてしまう避難者が存在することがわかった．

6. まとめ

本稿では，異種無線混合 DTNを用いた災害情報共有と
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避難行動が相互に与える影響を調べるために，マルチエー

ジェントネットワークシミュレータ Scenargieにて，不通

道路情報を避難者および避難路上の固定端末間で共有する

シミュレーションをした．シミュレーションでは，Wi-Fi

に加え，固定端末間で LoRaを想定した長距離狭帯域リン

クを使用する異種無線混合 DTNを用いて情報を共有する

ことを想定した．シミュレーションの結果，異種無線混合

DTNを用いて不通道路情報を共有することで避難者の避

難時間を短縮できることがわかった．また，避難路上に固

定端末を設置し，複数種類の無線通信手段を用いることで，

情報共有の可否が避難者の行動に完全に左右されることは

なく，避難が遅れて孤立した避難者にも情報提供が可能で

あることがわかった．不通道路情報に加えて，避難所情報

や避難経路情報を共有することでさらなる避難時間の短縮

が期待できる．これらの情報をどのように共有するかの検

討やこれらの情報を共有した時の避難者の行動変化や避難

時間に与える影響の考察が，今後の課題として挙げられる．

災害情報を複数種類共有する際の送信頻度や送信優先度，

送信経路の決定手法についても，今後検討する必要がある．
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